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１．平成23年11月期の連結業績（平成22年12月 1日～平成23年11月30日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年11月期 7,014 ― 146 ― 146 ― 128 ―

22年11月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

(注) 包括利益 23年11月期 126百万円( ― ％) 22年11月期 ― 百万円( ― ％)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年11月期 10.51 ― 8.6 2.5 2.1
22年11月期 ― ― ― ― ―

(参考) 持分法投資損益 23年11月期 ― 百万円 22年11月期 ― 百万円

（２）連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年11月期 5,762 1,495 26.0 122.76
22年11月期 ― ― ― ―

(参考) 自己資本 23年11月期 1,495百万円 22年11月期 ― 百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年11月期 246 △322 △172 214

22年11月期 ― ― ― ―

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年11月期 ― 0 00 ― 0 00 0 00 ― ― ―

23年11月期 ― 0 00 ― 3 00 3 00 36 28.5 2.4

24年11月期(予想) ― 0 00 ― 3 00 3 00 33.2

３．平成24年11月期の連結業績予想（平成23年12月 1日～平成24年11月30日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 3,610 1.7 70 △44.7 60 △51.0 50 △54.5 4 10

通 期 7,370 5.1 170 16.3 150 2.7 110 △14.1 9 03

TAKAHASHI
FASF

KAMIMURA
ノート注釈
KAMIMURA : Unmarked



  

 

 

 
  

 

 
  

 
  
（２）個別財政状態 

 

 
  

 

 
  

・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。 

  

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的
であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が
あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付
資料３ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

４．その他
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

  新規  ― 社 (            )、除外  ― 社 (            )

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年11月期 12,200,000株 22年11月期 12,200,000株

② 期末自己株式数 23年11月期 15,900株 22年11月期 14,798株

③ 期中平均株式数 23年11月期 15,168株 22年11月期 14,693株

(参考) 個別業績の概要
１．平成23年11月期の個別業績（平成22年12月 1日～平成23年11月30日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年11月期 7,014 2.6 165 ― 164 0.3 146 1.4
22年11月期 6,838 20.4 193 ― 163 ― 144 ―

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

23年11月期 12.00 ―

22年11月期 11.83 ―

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年11月期 5,784 1,518 26.2 124.59

22年11月期 5,979 1,373 23.0 112.69

(参考) 自己資本 23年11月期 1,518百万円 22年11月期 1,373百万円

２．平成24年11月期の個別業績予想（平成23年12月 1日～平成24年11月30日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 3,600 1.5 70 △46.7 50 △57.9 4 10

通 期 7,350 4.8 170 3.5 130 △11.1 10 67

※ 監査手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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当連結会計年度における当社グループを取り巻く事業環境は、中国を中心としたアジア経済が引き続

き穏やかに拡大しましたが、欧州債務危機に伴う金融不安や米国の景気低迷並びにタイでの洪水発生に

よる自動車生産停滞の影響から、今後の世界経済動向に対して不透明感が強くなりました。日本国内に

おいては、本年３月１１日に発生した東日本大震災が日本経済に深刻な影響を与えましたが、国内自動

車生産活動は６月以降回復傾向が顕著となりました。しかし、１０月にタイの洪水影響により生産の一

部調整を余儀なくされました。 

当社の関係する自動車業界及びタイヤ業界においては、中国やアジアを中心とした自動車生産に減速

感が見られますが、日本国内の自動車生産においては震災影響による大幅減産から回復に転じました。

当面の生産活動は全体として穏やかな回復に向かうものと見込まれますが、世界経済活動の拡大は鈍化

しており予断を許さない状況にあります。 

このような経済環境下、原料面では原油価格が引き続き高値水準であることとあわせ、経済状況が不

透明であることから原材料供給や価格が不安定である一方、販売面では歴史的な円高の継続による国際

競争は激しさを増していることから、当社を取り巻く環境は依然として厳しい状況にあります。 

当社グループにおきましては、震災への対応として生産に必要な原材料や人員の確保並びに夏季の電

力制限への生産対応を適時に実施することで供給能力の確保を行いました。また、変化の激しい市場動

向にあわせた生産供給体制の強化並びに在庫の 適化を進めるとともに、主力のゴム薬品環境用薬品・

機能性化学品の拡販や新製品戦略の展開を行いました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は７０億１４百万円、営業利益は１億４６百万円、経常利益は１

億４６百万円、当期純利益は１億２８百万円となりました。 

なお、当連結会計期間が連結財務諸表の作成初年度であるため、対前期比較については記載しており

ません。 

  

（部門別の概況） 

＜ゴム薬品＞ 

ゴム薬品の分野は、中国をはじめとする東南アジア各国の生産活動の拡大が今期に入っても継続した

ものの、国内においては３月に発生した東日本大震災が大きな影響を与えました。しかし、６月から回

復に転じ、９月以降の国内自動車生産と販売台数は前年と比較して増加となりました。 

当社の主要顧客であるタイヤ・ゴム工業用品・合成ゴムの生産活動は震災発生以降の国内自動車生産

の減少の影響を受けましたが、タイヤならびに合成ゴム生産が堅調であったことや、自動車生産が回復

に向かったことと合わせ、全社を挙げて変化する市場動向に合わせた生産販売に注力したことから、売

上を伸ばしました。 

輸出におきましては、販売活動を強化し維持拡販に努めましたが、かつてない円高に為替が進行した

ことと、中国をはじめとする東南アジアの市場の拡大が減速に転じたことにより、売上が減少しまし

た。 

この結果、この部門合計の売上高は４３億２２百万円となりました。 

  

＜樹脂薬品＞ 

樹脂薬品の分野は、期初においては主要需要先である国内外のアクリル酸・アクリル酸エステル・Ａ

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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ＢＳ樹脂・ＭＭＡ等の生産拡大により需要は増加しましたが、６月以降国内需要減少や海外市況の低

迷により樹脂生産が減産に転じたことに加え、円高の進行により内外において競争が激化しました。東

日本大震災による自動車の減産に伴い一部品目において売上の減少がありましたが、その後の生産回復

にあわせ拡販に注力し、輸出についても受注拡大しました。 

この結果、この部門合計の売上高は９億５４百万円となりました。 

  

＜中間体＞ 

界面活性剤中間体は、東日本大震災の影響により原料調達に一時支障が発生し減産を余儀なくされた

ことから、その後生産回復に転じたものの販売が減少しました。染顔料中間体は、国内において市場の

回復や顧客の需要増加により売上を伸ばしました。医薬中間体は、機能性化学品において売上が増加し

ましたが、農薬中間体は、震災の影響などにより売上の増減がありました。 

この結果、この部門合計の売上高は８億１０百万円となりました。 

  

＜その他＞ 

環境用薬剤は、市場動向に合わせ拡販に努力いたしましたが、他の薬剤との競合が激化し売上が減少

しました。潤滑油向け薬品は一部品目において拡販を行い、売上の増加があったものの自動車産業の生

産縮小や特殊薬品用薬品について海外品との競争が激化したことから売上が減少しました。新規用途向

け薬品は、品種が増加したことや販売数量の増加により全般的に売上増となりました。 

この結果、この部門合計の売上高は９億２６百万円となりました。 

①資産、負債、純資産の状況に関する分析 

 当連結会計年度末における総資産は５７億６２百万円となりました。なお、流動資産は３６億４７百

万円、固定資産は２１億１４百万円であります。流動資産の主な内訳は、現金及び預金２億１４百万

円、受取手形及び売掛金２１億９５百万円、製品７億４１百万円であります。固定資産の主な内訳は、

有形固定資産１７億５９百万円、投資その他の資産３億４９百万円であります。 

総負債は４２億６６百万円となりました。なお、流動負債は２４億８４百万円、固定負債は１７億８

２百万円であります。流動負債の主な内訳は、支払手形及び買掛金１０億２０百万円、短期借入金８億

７０百万円であります。固定負債の主な内訳は、社債６億円、長期借入金４億６１百万円退職給付引当

金５億８６百万円であります。 

純資産は１４億９５百万円となりました。純資産の主な内訳は、利益剰余金８億３１百万円でありま

す。 

なお、当連結会計期間が連結財務諸表の作成初年度であるため、対前期比較については記載しており

ません。 

  

（２）財政状態に関する分析
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②キャッシュ・フローの状況に関する分析 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益、減価償却費等の計上に対し、売上

債権の増加及びたな卸資産の増加等により２億４６百万円の増加となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等により３億２２百万円の減少となりま

した。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出等により１憶７２百万円の減少

となりました。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、２億１４百万円となりました。 

なお、当連結会計期間が連結財務諸表の作成初年度であるため、対前期比較については記載しており

ません。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
  自己資本比率：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  (注1)平成23年11月期が連結財務諸表作成初年度のため、前期以前は個別財務諸表から算出しております。     

  (注2)株式時価総額は自己株式を除く発行済株式をベースに計算しております。 

  (注3)有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利息を支払っているすべての負債を対 

     象としております。 

  (注4)利払いについてはキャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

平成19年11月期平成20年11月期平成21年11月期平成22年11月期平成23年11月期

自己資本比率 24.7 23.0 19.4 23.0 26.0

時価ベースの自己資本比率 37.0 15.8 13.5 19.6 21.4

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

3.6 10.3 3.0 16.2 8.5

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

19.0 8.1 20.5 3.5 9.5
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当社は、株主の皆様への配当を第一の責務と考え、業績及び成果に基づき諸般の状況を勘案して決定

することを基本としております。 

 配当の安定かつ着実な拡大を図り、業績の維持向上のため中長期的視点から将来の事業展開に備え、

内部留保による企業体質の改善と設備投資による経営基盤の強化に取り組んでまいります。 

 なお、当期の剰余金の配当につきましては、期末に１株につき３円を予定しております。次期の剰余

金の配当につきましては、市場環境及び業績見通しを勘案いたしまして期末配当として１株当たり３円

を予定しております。 

  

事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事

項については、以下のようなものがあります。 

①景気変動 

 当社の主たる事業活動領域は、需要の変動、価格、競争状況、経済環境の変化等多くの要因

が業績に影響を与える可能性があります。 

②為替レートの変動 

 外貨建債権債務について為替予約等のリスクヘッジを行っており、今後とも適切なリスクヘッジ対策

を実施してまいりますが、為替変動が業績に影響を与える可能性があります。 

③訴訟事件等 

 当社は、事業に関連して、訴訟、係争、その他の影響を法律的手続きの対象となるリスクがあり、訴

訟事件等が業績に影響を与える可能性があります。 

④原材料価格の変動 

 当社が使用する主要原材料は原油を基礎としているため、原油価格の上昇に伴う原材料価格の上昇が

業績に影響を与える可能性があります。 

⑤事故・災害による影響 

 事故等により、工場周辺に物的・人的被害を及ぼした場合、多額のコストや当社の評価が業績に影響

を与える可能性があります。 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク
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当社グループは、当社、連結子会社（開渓愛(上海)貿易有限公司）及び非連結子会社（㈲ケーシーアイ

サービス）の計３社で構成されており、ゴム薬品の製造販売を主要事業として、樹脂薬品、中間体、その

他の関連工業薬品の製造販売をしております。 

当社グループの事業は、有機化学薬品等の製造・販売の単一事業のため、事業の種類別セグメントの記

載を行っておりません。 

  

 

  

各部門の主要品目は下図の通りであります。 

２．企業集団の状況

部門 主要品目

ゴム薬品

加硫促進剤

加硫剤

老化防止剤

その他

樹脂薬品
酸化防止剤

重合調整剤

中間体

染料・顔料中間体

医薬品中間体

農薬中間体

その他

写真薬品

潤滑油添加剤

防錆剤

金属除去剤

その他工業薬品
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当社は有益な化学品の研究開発、製造、販売によって社会に貢献し、事業の成長発展を通じて社員の

生活向上を図り、利潤の適正な配分を以って株主の負託に応えることを経営の基本理念として取り組ん

でおります。 

継続的な収益基盤の確立を図るため、売上高経常利益率を重視し事業運営にあたっております。ま

た、継続して配当できる財務体質の改善を継続し、収益構造の安定化に向け努めてまいります。 

当社の事業環境は不安定な原材料価格、為替の変動、他国企業との競争が引き続くなど厳しい状況が

続くものと予想されます。 

 従って、経営３ヶ年計画を毎年見直し、収益の改善、体質の強化に努めるともに経営状況の変化に迅

速に対応してまいります。 

現在、取り組んでおります経営３ヶ年計画を毎年見直し、確実に実行することにより、収益基盤の確

立、財務基盤の安定化を目指しております。 

 具体的には、国内外の市場ニーズの的確な把握に努め、既存製品分野ではシェアの維持、新製品分野

の医農薬中間体、機能性化学品群の開発及び受注生産に注力してまいります。 

 さらに、新製品開発と生産体制の強化を図るため、新規製造設備投資を推進するとともに、収益確保

のために一層の原価低減を進めてまいります。 

 また、発展著しい中国、東南アジア市場に対応して開設した全額出資子会社「開溪愛（上海）貿易有

限公司」の活動を本格化させてまいります。 

一方、品質・環境保全への取り組みとして品質マネジメントシステム「ＩＳＯ９００１」及び環境マ

ネジメントシステム「ＩＳＯ１４００１」をベースに、今後とも品質・環境に配慮した企業活動を推進

してまいります。 

該当事項はありません。 

  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題

（５）その他、会社の経営上重要な事項
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

(単位：千円)

当連結会計年度 
(平成23年11月30日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 214,691

受取手形 550,969

売掛金 1,644,851

製品 741,476

仕掛品 218,924

原材料 266,224

前払費用 6,601

その他 6,725

貸倒引当金 △2,657

流動資産合計 3,647,807

固定資産  

有形固定資産  

建物 1,648,874

減価償却累計額 △1,244,271

建物（純額） 404,603

構築物 825,639

減価償却累計額 △497,158

構築物（純額） 328,481

機械及び装置 5,686,690

減価償却累計額 △4,837,975

機械及び装置（純額） 848,715

車両運搬具 26,547

減価償却累計額 △21,547

車両運搬具（純額） 5,000

工具、器具及び備品 717,884

減価償却累計額 △589,068

工具、器具及び備品（純額） 128,816

土地 20,851

建設仮勘定 22,740

有形固定資産合計 1,759,209

無形固定資産  

その他 6,398

無形固定資産合計 6,398

投資その他の資産  

投資有価証券 47,691

関係会社株式 3,000

従業員に対する長期貸付金 19,159

長期前払費用 4,052
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(単位：千円)

当連結会計年度 
(平成23年11月30日) 

繰延税金資産 263,974

その他 12,333

貸倒引当金 △950

投資その他の資産 349,260

固定資産合計 2,114,868

資産合計 5,762,675

負債の部  

流動負債  

支払手形 188,840

買掛金 831,783

短期借入金 870,000

1年内返済予定の長期借入金 164,768

未払金 210,279

未払費用 122,423

役員賞与引当金 12,000

未払法人税等 4,767

未払消費税等 15,662

設備関係支払手形 37,270

その他 26,371

流動負債合計 2,484,167

固定負債  

社債 600,000

長期借入金 461,164

退職給付引当金 586,356

役員退職慰労引当金 60,718

長期預り金 66,095

その他 8,449

固定負債合計 1,782,784

負債合計 4,266,951

純資産の部  

株主資本  

資本金 610,000

資本剰余金 58,437

利益剰余金 831,945

自己株式 △6,870

株主資本合計 1,493,512

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 2,622

為替換算調整勘定 △411

その他の包括利益累計額合計 2,210
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(単位：千円)

当連結会計年度 
(平成23年11月30日) 

純資産合計 1,495,723

負債純資産合計 5,762,675
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

(単位：千円)

当連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

売上高 7,014,091

売上原価 5,958,562

売上総利益 1,055,528

販売費及び一般管理費  

販売費 155,677

一般管理費 753,590

販売費及び一般管理費合計 909,268

営業利益 146,260

営業外収益  

受取利息 1,017

受取配当金 1,580

受取保険金 4,338

受取補償金 3,303

不動産賃貸料 17,119

その他 5,763

営業外収益合計 33,123

営業外費用  

支払利息 23,532

社債利息 4,727

支払保証料 3,704

その他 1,244

営業外費用合計 33,208

経常利益 146,175

特別利益  

貸倒引当金戻入額 200

特別利益合計 200

特別損失  

固定資産除却損 395

特別損失合計 395

税金等調整前当期純利益 145,979

法人税、住民税及び事業税 1,240

法人税等調整額 16,714

法人税等合計 17,954

少数株主損益調整前当期純利益 128,025

当期純利益 128,025
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 連結包括利益計算書 

(単位：千円)

当連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

少数株主損益調整前当期純利益 128,025

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 △1,222

為替換算調整勘定 △411

その他の包括利益合計 △1,634

包括利益 126,391

（内訳）  

親会社株主に係る包括利益 126,391

少数株主に係る包括利益 －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

当連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

株主資本  

資本金  

前期末残高 610,000

当期変動額合計 －

当期末残高 610,000

当期変動額合計 －

資本剰余金  

前期末残高 58,437

当期変動額合計 －

当期末残高 58,437

当期変動額合計 －

利益剰余金  

前期末残高 707,672

当期変動額  

剰余金の配当 －

連結子会社増加に伴う減少高 △3,752

当期純利益 128,025

当期変動額合計 124,273

当期末残高 831,945

自己株式  

前期末残高 △6,758

当期変動額  

自己株式の取得 △111

当期変動額合計 △111

当期末残高 △6,870

株主資本合計  

前期末残高 1,369,351

当期変動額  

剰余金の配当 －

連結子会社増加に伴う減少高 △3,752

当期純利益 128,025

自己株式の取得 △111

当期変動額合計 124,161

当期末残高 1,493,512
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(単位：千円)

当連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金  

前期末残高 3,845

当期変動額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,222

当期変動額合計 △1,222

当期末残高 2,622

為替換算調整勘定  

前期末残高 －

当期変動額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △411

当期変動額合計 △411

当期末残高 △411

その他の包括利益累計額合計  

前期末残高 3,845

当期変動額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,634

当期変動額合計 △1,634

当期末残高 2,210

純資産合計  

前期末残高 1,373,196

当期変動額  

剰余金の配当 －

連結子会社増加に伴う減少高 △3,752

当期純利益 128,025

自己株式の取得 △111

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,634

当期変動額合計 122,526

当期末残高 1,495,723

川口化学工業㈱（4361）平成23年11月期　決算短信

-15-



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

当連結会計年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 145,979

減価償却費 359,297

貸倒引当金の増減額（△は減少） 311

退職給付引当金の増減額（△は減少） △44,418

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,233

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 12,000

受取利息及び受取配当金 △2,598

支払利息及び社債利息 28,259

為替差損益（△は益） △244

有形固定資産除却損 395

売上債権の増減額（△は増加） △50,055

たな卸資産の増減額（△は増加） △71,181

仕入債務の増減額（△は減少） △91,244

未払消費税等の増減額（△は減少） 13,669

その他 △33,070

小計 271,334

利息及び配当金の受取額 2,598

利息の支払額 △25,889

法人税等の支払額 △1,163

営業活動によるキャッシュ・フロー 246,880

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △323,284

投資有価証券の取得による支出 △2

貸付けによる支出 △2,630

その他 3,646

投資活動によるキャッシュ・フロー △322,270

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000

長期借入れによる収入 200,000

長期借入金の返済による支出 △164,768

リース債務の返済による支出 △7,821

自己株式の取得による支出 △111

配当金の支払額 △146

財務活動によるキャッシュ・フロー △172,847

現金及び現金同等物に係る換算差額 △837

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △249,075

現金及び現金同等物の期首残高 463,766

現金及び現金同等物の期末残高 214,691
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該当事項はありません。 

 
  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
当連結会計年度

(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数 1社
 当連結会計年度において、子会社で
ある開渓愛(上海)貿易有限公司の資産
利益等の状況に重要性が増すことが見
込まれると判断したため、連結の範囲
に含めております。
(2)非連結子会社の数 1社
有限会社ケーシーアイサービス

２ 連結子会社の事業年度等
に関する事項

 新たに連結の範囲に含めた開渓愛(上
海)貿易有限公司の決算日は12月31日で
あります。連結財務諸表の作成に当た
っては、11月30日に実施した仮決算に
基づく財務諸表を使用しております。

３ 持分法の適用に関する事
項

 持分法を適用していない非連結子会
社１社は、当期純利益及び利益剰余金
等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全
体としても重要性がないため、持分法
を適用せず原価法により評価しており
ます。

４ 有価証券の評価基準及び
評価方法

その他有価証券
 時価のあるもの
  決算期末の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全部純資産直
入法により処理、売却原価は移動
平均法)

 時価のないもの
  移動平均法による原価法

５ たな卸資産の評価基準及
び評価方法

製品、原材料、仕掛品
 移動平均法による原価法（収益性の
低下による簿価切下げの方法）

６ 固定資産の減価償却の方
法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)
  定額法によっております。なお、

平成19年3月31日以前に取得した
有形固定資産については旧定額法
によっております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)
  定額法によっております。ただし

ソフトウェア(自社利用分)につい
ては、社内における利用可能期間
(5年)に基づく定額法によってお
ります。

(3) リース資産
 所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産 
 リース期間を耐用年数とし、残存価
額をゼロとする定額法によっておりま
す。
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項目
当連結会計年度

(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

７ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒れ

実績率により、貸倒懸念債権等に

ついては個別の回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(2)役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与の支出

に備えるため、当連結会計年度末

において負担すべき支給見込額を

計上しております。

(3)退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

期末における退職給付に係る自己

都合要支給額（従業員の一部につ

いては会社都合要支給額）の全額

に基づき、期末において発生して

いると認められる額を計上してお

ります。

(4)役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  金利スワップについては、特例処

理を採用しております。 

 また、為替予約が付されている

外貨建金銭債権債務等について

は、振当処理をしております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段

  ―金利スワップ 

―為替予約取引

  ヘッジ対象
  ―借入金の利息
  ―外貨建売掛金・買掛金

(3) ヘッジの方針

  為替及び金利等相場変動に伴うリ
 スクの軽減を目的に通貨及び金利に 
 係るデリバティブ取引を行っており 
 ます。また、実需に基づくものを対 
 象としてデリバティブ取引を行って 
 おり、投機目的の取引は行っており 
 ません。              

(4)ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップは特例処理の要件を
 満たしているため有効性の評価を省 
 略しております。

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得

日から３ケ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。
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項目
当連結会計年度

(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

10 その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

会計方針の変更

当連結会計年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

(資産除去債務に関する会計基準等の適用)
 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及
び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適
用しております。
 なお、これによる損益に与える影響はありません。

追加情報

当連結会計年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）
を適用しております。

（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

当連結会計年度 
(平成23年11月30日)

※１ 担保に差入れてある有形固定資産と、これに対応

する債務は次の通りであります。

  (1) このうち工場財団組成物件の額

建物 337,503千円

構築物 324,328千円

機械及び装置 848,715千円

土地 3,481千円

合計 1,514,029千円

  (2) このうち借入金の担保に供している資産の額

工場財団 1,514,029千円

  (3) 上記に対応する借入金の額

１年以内返済長期借入金 105,200千円

 
長期借入金 252,900千円

川口化学工業㈱（4361）平成23年11月期　決算短信

-20-



 
  

当連結会計年度（自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日） 

   当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、該当事項はありません。 

  

(連結損益計算書関係)

当連結会計年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次の通りであります。

  (1) 販売費

支払運賃・保管料 151,524千円

貸倒引当金繰入額 511千円

  (2) 一般管理費

役員報酬 72,763千円

社員給料手当 203,625千円

法定福利費 43,062千円

研究開発費 216,528千円

 (内減価償却費 41,813千円)

退職給付費用 16,772千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,233千円

減価償却費 8,169千円

 
※２ 研究開発費の総額 216,528千円

※３ 固定資産除却損の内容は次の通りであります。

建物 3千円

機械及び装置 365千円

工具器具及び備品 26千円

合計 395千円

※４ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下額は次の通りであります。

     売上原価        3,607千円

(連結包括利益計算書関係)
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 前連結会計年度(自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日) 

 当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度は記載しておりません。 

当連結会計年度(自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加1,102株 
  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株)      12,200,000          －         －      12,200,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 14,798 1,102         － 15,900

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年２月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 36,552 3.00平成23年11月30日 平成24年２月27日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当連結会計年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成23年11月30日)

現金及び預金期末残高 214,691千円

現金及び現金同等物期末残高 214,691千円
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(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

  

 
  

当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成22年12月1日 至 平成23年11月30日) 

該当事項はありません。 

  

 (開示の省略) 

 リース取引、金融商品、デリバティブ取引、ストックオプション等、企業結合等、資産除去債務及び賃貸

等不動産に関する注記事項につきましては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため

開示を省略しております。 

(有価証券関係)

当連結会計年度(平成23年11月30日)

その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの

株式 5,668 19,187 13,518

その他 － － －

小計 5,668 19,187 13,518

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの

株式 30,238 22,758 △7,479

その他 － － －

小計 30,238 22,758 △7,479

合計 35,907 41,946 6,039

時価評価されていない主な有価証券(平成23年11月30日)

種類
貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

 非上場株式 5,744

子会社株式 3,000
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当社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。 

(退職給付関係)

１ 採用している退職給付制度の概要

当連結会計年度
(平成22年12月1日～平成23年11月30日)

当社は確定給付型の制度として退職一時金制度と規約

型確定給付企業年金制度を設けており、総合設立型の厚

生年金基金に加入しております。

なお、要拠出額を法定福利費として処理している複数

事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

 

(1)制度全体の積立状況に関する事項

（平成23年3月31日現在)

年金資産の額 408,248,881 千円

年金財政計算上の給付債務の額 454,863,103 千円

差引額 △46,614,221 千円

(2)制度全体に占める当社の掛金拠出割合

（平成23年3月31日現在) 0.22%

(3)補足説明

上記(1)の差引額の内訳は、年金財政計算上の過去勤

務債務残高43,398,522千円と繰越不足金3,215,699千円

であります。本制度における過去勤務債務の償却方法

は期間13年元利均等償却であり、当期の財務諸表上、

特別掛金13,614千円を費用処理しております。

なお、上記(2)の割合は当社の実際割合とは一致いた

しません。

２ 退職給付債務及びその内訳

当連結会計年度 
(平成23年11月30日)

退職給付債務 △788,343千円

年金資産 167,738千円

退職給付信託(時価) 34,247千円

退職給付引当金 △586,356千円

３ 退職給付費用の内訳

当連結会計年度 
(平成22年12月１日～平成23年11月30日)

簡便法による退職給付費用の総額 101,831千円

４ 厚生年金基金の年金資産額

当連結会計年度 
(平成23年11月30日)

厚生年金基金の年金資産額 843,034千円

５ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
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(税効果会計関係)

当連結会計年度 
(平成23年11月30日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

 

① 退職給付引当金 266,905千円

② 税務上の繰越欠損金 44,779千円

③ 減価償却超過額 1,073千円

④ その他 33,619千円

繰延税金資産小計 346,378千円

⑤ 評価性引当額 △78,399千円

繰延税金資産合計 267,979千円

                         

 繰延税金負債

 

⑥ 固定資産圧縮積立金 1,546千円

⑦ その他 2,457千円

繰延税金負債合計 4,004千円

繰延税金資産の純額 263,974千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因

となった主要な項目の内訳

法定実効税率 40.7%

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.90%

住民税均等割 0.76%

評価性引当額 △31.45%

その他 0.03%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 10.94%

―

川口化学工業㈱（4361）平成23年11月期　決算短信

-25-



当連結会計年度（自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日）  

当社グループは、有機化学工業薬品の製造および販売を行っておりますが、全セグメントの売上高の

合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める前掲の有機化学工業薬品事業の割合

が、いずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

（追加情報） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

(セグメント情報等)
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(注)1.取引金額には、消費税等は含まれていませんが、期末残高には消費税等が含まれております。           

    2.取引条件及び取引条件の決定方針等 

価格その他の取引条件は、毎期価格交渉の上、一般取引先と同様であります。 

  

  

 
(注)1.取引金額には、消費税等は含まれていません。           

    2.取引条件及び取引条件の決定方針等 

事務所の賃借については、毎期価格交渉の上、他の賃借人と同様の条件にて決定しております。 

  

  

 
(注)1.取引金額には、消費税等は含まれていませんが、期末残高には消費税等が含まれております。           

    2.取引条件及び取引条件の決定方針等 

価格その他の取引条件は、毎期価格交渉の上、一般取引先と同様であります。 

(関連当事者情報)

１ 関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高 
(千円)

主要株主 山田化成㈱
東京都 
千代田区

50,000
各種無機・有
機化学品等の
販売

(被所有)
直接16.6

当社の原料
仕入及び製
品の販売 

役員の兼任

製品の販売 1,157,743 売掛金 359,295

原料の仕入 213,215 買掛金 14,695

(2) 連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高 
(千円)

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等

正喜商事㈱
東京都 
千代田区

10,000 不動産業
(被所有)

 
直接 0.9

不動産の 
賃借 

役員の兼任

 事務所の 
 賃借

10,866 － －

(3) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高 
(千円)

子会社
㈲ケーシーア
イサービス

埼玉県 
川口市

3,000
化学薬品製
造請負及び
販売

直接     
100.0%

当社製品の
製造請負 
役員の兼任

当社製品 
製造請負

54,300 未払金 4,882

受取手数料 360 未収入金 31

子会社
開溪愛(上海)
貿易有限公司

中 国 
上海市

50,000

ゴム薬品及
び化学薬品
の仕入並び
に販売

直接     
100.0%

原材料の仕
入れ並びに
当社製品の
販売 
役員の兼任

－ － － －
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(注) 算定上の基礎 

１  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
  

２  １株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

(１株当たり情報)

当連結会計年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

１株当たり純資産額 122.76円

１株当たり当期純利益 10.51円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載していません。

項目
当連結会計年度

(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

純資産の部の合計額(千円) 

普通株式の発行済株式数(株) 

普通株式の自己株式数(株) 

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の株

1,495,723

12,200,000

15,900

12,184,100

項目
当連結会計年度

(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

当期純利益(千円) 

普通株主に帰属しない金額(千円) 

普通株式に係る当期純利益(千円) 

普通株式の期中平均株式数(株)

128,025

－

128,025

12,184,832
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該当事項はありません。 

  

(重要な後発事象)

(部門別売上高明細表)

(単位：千円）
       

当    期 前    期

増   減
（平成２２年１２月～平成２３年１１月） （平成２１年１２月～平成２２年１１月）

金    額 構成比 金    額 構成比

ゴム薬品 4,322,846 61.6 4,152,840 60.7 170,006

樹脂薬品 954,278 13.6 955,130 14.0 △852

中 間 体 810,461 11.6 840,728 12.3 △30,267

そ の 他 926,505 13.2 889,906 13.0 36,599

合  計 7,014,091 100.0 6,838,605 100.0 175,485

（うち輸出） 950,171 13.5 966,956 14.1 △16,785
   当社は、原則として見込生産を行っております。
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２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年11月30日) 

当事業年度 
(平成23年11月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 416,687 187,061

受取手形 563,904 550,969

売掛金 1,581,859 1,644,851

製品 726,208 741,476

仕掛品 200,664 218,924

原材料 228,570 266,224

前払費用 8,266 6,601

その他 650 6,704

貸倒引当金 △2,146 △2,657

流動資産合計 3,724,667 3,620,155

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,637,296 1,648,874

減価償却累計額 △1,202,161 △1,244,271

建物（純額） 435,134 404,603

構築物 722,943 825,639

減価償却累計額 △477,650 △497,158

構築物（純額） 245,293 328,481

機械及び装置 5,587,556 5,686,690

減価償却累計額 △4,615,544 △4,837,975

機械及び装置（純額） 972,012 848,715

車両運搬具 22,024 26,547

減価償却累計額 △19,761 △21,547

車両運搬具（純額） 2,262 5,000

工具、器具及び備品 652,668 717,779

減価償却累計額 △533,115 △589,065

工具、器具及び備品（純額） 119,552 128,713

土地 20,851 20,851

建設仮勘定 34,122 22,740

有形固定資産合計 1,829,229 1,759,107

無形固定資産   

その他 7,994 6,398

無形固定資産合計 7,994 6,398

投資その他の資産   

投資有価証券 49,701 47,691

関係会社株式 53,000 53,000

従業員に対する長期貸付金 16,528 19,159

長期前払費用 8,153 4,052
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年11月30日) 

当事業年度 
(平成23年11月30日) 

繰延税金資産 279,898 263,974

その他 11,755 12,209

貸倒引当金 △1,150 △950

投資その他の資産合計 417,887 399,136

固定資産合計 2,255,111 2,164,642

資産合計 5,979,779 5,784,797

負債の部   

流動負債   

支払手形 140,810 188,840

買掛金 960,148 831,783

短期借入金 1,070,000 870,000

1年内返済予定の長期借入金 124,760 164,768

未払金 245,370 210,279

未払費用 140,505 122,423

役員賞与引当金 － 12,000

未払法人税等 5,648 4,767

未払消費税等 1,992 15,662

預り金 5,494 8,167

前受収益 9,264 687

設備関係支払手形 63,306 37,270

その他 18,996 17,336

流動負債合計 2,786,297 2,483,987

固定負債   

社債 600,000 600,000

長期借入金 465,940 461,164

退職給付引当金 630,774 586,356

役員退職慰労引当金 56,485 60,718

長期預り金 64,013 66,095

その他 3,071 8,449

固定負債合計 1,820,285 1,782,784

負債合計 4,606,582 4,266,771
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年11月30日) 

当事業年度 
(平成23年11月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 610,000 610,000

資本剰余金   

資本準備金 58,437 58,437

資本剰余金合計 58,437 58,437

利益剰余金   

利益準備金 129,930 129,930

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 4,073 2,518

別途積立金 600,000 600,000

繰越利益剰余金 △26,331 121,388

その他利益剰余金合計 577,742 723,906

利益剰余金合計 707,672 853,836

自己株式 △6,758 △6,870

株主資本合計 1,369,351 1,515,404

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,845 2,622

評価・換算差額等合計 3,845 2,622

純資産合計 1,373,196 1,518,026

負債純資産合計 5,979,779 5,784,797

川口化学工業㈱（4361）平成23年11月期　決算短信

-32-



（２）損益計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

売上高 6,838,605 7,014,091

売上原価   

製品期首たな卸高 535,242 726,208

当期製品製造原価 5,952,418 5,959,736

合計 6,487,660 6,685,945

製品他勘定振替高 △14,369 △14,088

製品期末たな卸高 726,208 741,476

売上原価合計 5,775,821 5,958,557

売上総利益 1,062,783 1,055,533

販売費及び一般管理費   

販売費 153,440 155,677

一般管理費 715,787 734,697

販売費及び一般管理費合計 869,227 890,374

営業利益 193,556 165,158

営業外収益   

受取利息 1,036 1,009

受取配当金 1,293 1,580

受取保険金 5,778 4,338

受取補償金 － 3,303

不動産賃貸料 10,595 17,119

その他 6,574 5,011

営業外収益合計 25,278 32,363

営業外費用   

支払利息 32,575 23,532

社債利息 7,748 4,727

社債発行費 8,445 －

貸倒引当金繰入額 500 －

支払保証料 － 3,704

その他 5,869 1,244

営業外費用合計 55,140 33,208

経常利益 163,694 164,314

特別利益   

貸倒引当金戻入額 685 200

特別利益合計 685 200

特別損失   

固定資産除却損 11,456 395

その他 613 －

特別損失合計 12,070 395

税引前当期純利益 152,309 164,118

法人税、住民税及び事業税 1,240 1,240
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

法人税等調整額 6,876 16,714

法人税等合計 8,116 17,954

当期純利益 144,193 146,164
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(原価計算の方法) 

  当社の原価計算は、工程別総合原価計算であります。 

製造原価明細書

前事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

当事業年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

区分 金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 原材料費 4,141,609 69.4 4,124,377 68.9

Ⅱ 労務費 782,110 13.1 799,534 13.3

Ⅲ 経費 1,041,539 17.5 1,063,939 17.8

当期総製造費用 5,965,259 100.0 5,987,851 100.0

仕掛品期首たな卸高 194,741 200,664

合計 6,160,000 6,188,515

仕掛品期末たな卸高 200,664 218,924

他勘定振替高 △6,917 △9,854

当期製品製造原価 5,952,418 5,959,736
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（３）株主資本等変動計算書 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 610,000 610,000

当期変動額合計 － －

当期末残高 610,000 610,000

当期変動額合計 － －

資本剰余金   

前期末残高 58,437 58,437

当期変動額合計 － －

当期末残高 58,437 58,437

当期変動額合計 － －

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 129,930 129,930

当期変動額合計 － －

当期末残高 129,930 129,930

当期変動額合計 － －

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 5,629 4,073

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △1,555 △1,555

当期変動額合計 △1,555 △1,555

当期末残高 4,073 2,518

別途積立金   

前期末残高 600,000 600,000

当期変動額合計 － －

当期末残高 600,000 600,000

当期変動額合計 － －

繰越利益剰余金   

前期末残高 △172,079 △26,331

当期変動額   

剰余金の配当 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 1,555 1,555

当期純利益 144,193 146,164

当期変動額合計 145,748 147,719

当期末残高 △26,331 121,388

利益剰余金合計   

前期末残高 563,479 707,672
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

当期変動額   

剰余金の配当 － －

当期純利益 144,193 146,164

当期変動額合計 144,193 146,164

当期末残高 707,672 853,836

自己株式   

前期末残高 △6,739 △6,758

当期変動額   

自己株式の取得 △18 △111

当期変動額合計 △18 △111

当期末残高 △6,758 △6,870

株主資本合計   

前期末残高 1,225,177 1,369,351

当期変動額   

剰余金の配当 － －

当期純利益 144,193 146,164

自己株式の取得 △18 △111

当期変動額合計 144,174 146,052

当期末残高 1,369,351 1,515,404

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 156 3,845

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3,688 △1,222

当期変動額合計 3,688 △1,222

当期末残高 3,845 2,622

評価・換算差額等合計   

前期末残高 156 3,845

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3,688 △1,222

当期変動額合計 3,688 △1,222

当期末残高 3,845 2,622
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年12月１日 
 至 平成23年11月30日) 

純資産合計   

前期末残高 1,225,334 1,373,196

当期変動額   

剰余金の配当 － －

当期純利益 144,193 146,164

自己株式の取得 △18 △111

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3,688 △1,222

当期変動額合計 147,862 144,829

当期末残高 1,373,196 1,518,026
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該当事項はありません。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

当事業年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

１ 有価証券の評価基準及び
評価方法

関係会社株式
   移動平均法による原価法
その他有価証券
 時価のあるもの
  決算期末の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全部純資産直
入法により処理、売却原価は移動
平均法)

関係会社株式
同左

その他有価証券
時価のあるもの

同左

 時価のないもの
  移動平均法による原価法

時価のないもの
同左

２ たな卸資産の評価基準及
び評価方法

製品、原材料、仕掛品
 移動平均法による原価法（収益性の
低下による簿価切下げの方法） 
 

製品、原材料、仕掛品
同左

３ 固定資産の減価償却の方
法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)
  定額法によっております。なお、

平成19年3月31日以前に取得した
有形固定資産については旧定額法
によっております。

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)
同左

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)
  定額法によっております。ただし

ソフトウェア(自社利用分)につい
ては、社内における利用可能期間
(5年)に基づく定額法によってお
ります。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)
同左

(3) リース資産 (3) リース資産
 所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産 
 リース期間を耐用年数とし、残存価
額をゼロとする定額法によっておりま
す。

同左
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項目
前事業年度

(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

当事業年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒れ

実績率により、貸倒懸念債権等に

ついては個別の回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2)役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与の支出

に備えるため、当事業年度末にお

いて負担すべき支給見込額を計上

しております。

なお、当事業年度においては、著

しい業績の悪化を受け、役員賞与

を支給しないこととしたため、引

当金を計上しておりません。

(2)役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与の支出

に備えるため、当事業年度末にお

いて負担すべき支給見込額を計上

しております。

(3)退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

期末における退職給付に係る自己

都合要支給額（従業員の一部につ

いては会社都合要支給額）の全額

に基づき、期末において発生して

いると認められる額を計上してお

ります。

(3)退職給付引当金

同左 

  

 

  

 

  

 

(4)役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

(4)役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

当事業年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  金利スワップについては、特例処

理を採用しております。 

 また、為替予約が付されている

外貨建金銭債権債務等について

は、振当処理をしております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段

  ―金利スワップ 

―為替予約取引

  ヘッジ対象
  ―借入金の利息
  ―外貨建売掛金・買掛金

(3) ヘッジの方針

  為替及び金利等相場変動に伴うリ
 スクの軽減を目的に通貨及び金利に 
 係るデリバティブ取引を行っており 
 ます。また、実需に基づくものを対 
 象としてデリバティブ取引を行って 
 おり、投機目的の取引は行っており 
 ません。              

(4)ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップは特例処理の要件を
 満たしているため有効性の評価を省 
 略しております。

(1) ヘッジ会計の方法

        同左 

  

  

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

        同左

  

 

 

 

(3) ヘッジの方針

       同左 
  
  
  
  
  
 

(4)ヘッジ有効性評価の方法

       同左

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資

金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ケ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の処理方法

同左
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（６）重要な会計方針の変更

【会計方針の変更】

前事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

当事業年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

――――――

(資産除去債務に関する会計基準等の適用)
当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産
除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま
す。
なお、これによる損益に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

前事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

当事業年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

（損益計算書)  

 前事業年度において営業外収益「その他」に含めてお

りました「受取保険金」（前事業年度351千円）は、営

業外収益の総額の10/100を超えることとなったため、当

事業年度においては区分掲記することといたしました。

（損益計算書)  

 前事業年度において営業外費用「その他」に含めてお

りました「支払保証料」（前事業年度3,687千円）は、

営業外収益の総額の10/100を超えることとなったため、

当事業年度においては区分掲記することといたしまし

た。
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①代表取締役の異動 

 該当事項はありません。  

②その他の役員の異動 

 該当事項はありません。 

  

６．その他

（１）役員の異動
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